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種別 2022年度実績 2021年度増減比 2019年度増減比
通勤定期 1,429,550人 +2％ △4％
通学定期 1,562,224人 +5％ △6％

定期計 2,991,774人 +4％ △5％
定期外 1,334,130人 +18％ △16％
合 計 4,325,904人 +8％ △9％

科目 2022年度実績 2021年度実績 増減
営業収益
うち鉄道事業

8,319百万円
943百万円

7,021百万円
868百万円

+1,298百万円
+75百万円

+18％
+9％

営業損益
うち鉄道事業

287百万円
△215百万円

△302百万円
△422百万円

+589百万円
+207百万円

経常利益 776百万円 273百万円 +503百万円
当期純損益 397百万円 △9百万円 +406百万円

（１）2022年度 輸送実績と決算状況（2022年4月1日～2023年3月31日）

※ 2020年度に実施した上下分離への移行合意に伴う鉄道事業資産の減損損失に伴い、それ以降取得した資産についても特別損失（減損損失および圧縮損）
を行っており、基本減価償却費は発生していない。

近江鉄道線の上下分離に関する検討状況について
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イ 決算状況
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（２）今年度の主な動きとスケジュール
令和５年４月 一般社団法人近江鉄道線管理機構 業務開始
令和５年６月 一般社団法人近江鉄道線管理機構に安全統括管理者（予定者）就任

（JR西日本より出向）
令和５年10月 近江鉄道沿線地域公共交通再生協議会（法定協議会）
令和５年12月頃 「鉄道事業再構築実施計画」の国への提出
令和６年３月頃 国土交通大臣による計画の認定

近江鉄道線の上下分離に関する検討状況について

（３）鉄道事業再構築実施計画の概要
地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第23条に基づき、上下分離に移行するうえで必要となる旅客鉄道事業
の経営改善に関する事項や地方公共団体等の支援の内容など、法令で規定する事項を定める計画
地方公共団体および鉄道事業者が策定主体となり、国土交通大臣へ計画の認定を申請

（４）鉄道事業再構築実施計画に定めるべき事項
1. 鉄道事業再構築事業を実施する路線および区間
2. 地方公共団体その他の者による支援の内容
3. 旅客鉄道事業の事業構造の変更の内容
4. 鉄道事業再構築事業の実施予定期間
5. 鉄道事業再構築事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法
6. 利用者の利便の確保に関する事項
7. 鉄道事業再構築事業の効果 ２



【参考】 国による新たな財政支援策の概要（社会資本整備総合交付金）①
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【参考】 国による新たな財政支援策の概要（社会資本整備総合交付金）②

４



【参考】 国による新たな財政支援策の概要（社会資本整備総合交付金）③
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